
事業概要：
　外国籍県民の住宅問題における支障を解消し、共に生
きる地域社会づくりを推進する観点から、不動産業界
団体、民族団体、各地域の国際交流協会、ＹＭＣＡ、
かながわ外国人すまいサポートセンター、行政（神奈
川県、横浜市、川崎市）の関連セクションが、外国人
居住支援ネットワークを設置。「外国人すまいサポー
ト店」の登録、住まい方のルール」など住宅関連各種
マニュアルの多言語版の提供などに取り組み、任意団
体の｢かながわ外国人すまいサポートセンター｣では多
言語による相談窓口を運営している。

予算額：３，８６２千円（平成１６年度）
（ＮＰＯ；３，５６２千円、県国際課；３００千円）

ク　住宅
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施
　
 
状
 
　
況

１　事業内容
（１）「外国人すまいサポート店」登録制度の設置、運営
　　外国人に、積極的に賃貸住宅の仲介を行う不動産店の登録制度を設置し、不動産業界
　　団体の全面的な協力により、国際課において登録事務を行っている。「外国人すまい
　サポート店」の登録リストは、外国人すまいサポートセンター及び県内の公的な外国語
　相談窓口に提供され、外国人に紹介される。
（２）「賃貸住宅住まいのマニュアル（住宅の借り方マニュアル）」など住宅関連各種
　　　マニュアルの多言語版の提供
　　県国際課において、「敷金」「礼金」など、日本の賃貸住宅市場独特の用語の解説
　や、借りる時の一般的な手順、日本で暮らすときの「ごみの出し方」「共有部分の使い
　方」「引越すときのマナー」など基本的な住まい方のルールを、８カ国語に翻訳。外国
　人すまいサポートセンター、外国人すまいサポート店、外国語相談窓口などにおいて配
　布している。
（３）外国人居住支援ネットワークの設置
　　不動産業界団体、民族団体、各地域の国際交流協会、ＹＭＣＡ、かながわ外国人すま
　いサポートセンター、行政（神奈川県、横浜市、川崎市）の関連セクションが、ネット
　ワーク組織をつくり、広報、ＰＲ活動の協力、相談窓口の連携、スタッフ・通訳ボラン
　ティアの研修など各種居住支援事業を進めている。事務局は、県国際課。
（４）「かながわ外国人すまいサポートセンター」の運営
　　センターの運営は、自主的なボランティアスタッフが行い、経費についても、セン
　ター設立趣旨に賛同する、個人・団体会員の会費、寄付等によってまかなわれている。
２　１５年度相談実績：６４６件
３　１６年度予算：３，８６２千円（ＮＰＯ；３，５６２千円、県国際課；３００千円）

（ア）外国人居住支援システム(神奈川県県民部国際課)

背
景

　平成１２年１０月に出された第１期外国籍県民かながわ会議からの知事への提言に、外
国籍県民の居住支援の必要性が盛り込まれた。

経
　
緯

　平成１２年度に、不動産業界団体、外国籍県民かながわ会議、外国人支援ＮＧＯ・ＮＰ
Ｏ等、横浜市、川崎市と連携・協力して外国人居住支援システムの構築に向けて検討を開
始した。
　平成１３年４月、多言語で外国籍県民の住まい探しをサポートする任意団体の「かなが
わ外国人すまいサポートセンター」が発足し、運営が開始された。
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①

　外国人居住支援ネットワーク運営協議会において、外国人すまいサポート店の登録店数
の増加、賃貸借時の保証人の問題等について引き続き協議・調整を行うとともに、制度の
周知に努める。

成
果
・

評
価

　神奈川県内に在住または在住を希望する外国人に対して、賃貸住宅入居から退去時にあ
たっての各種相談・支援事業を行うことにより信頼と実績を得ており、１５年度相談件数
は６４６件に上っている。

ク　住宅



事業概要：
　「入居保証システム」と｢居住継続システム｣の2つの
システムにより構成される。「入居保証システム」
は、制度利用者が家主との契約する際、保証会社のリ
スクの一部を川崎市が負担したり、滞納等の事故の
際、住宅供給公社が間に入るものである。「居住継続
システム」は、トラブル時の市や関連団体、ボラン
ティア等による支援システムである。

予算額：４，４８０千円（平成１６年度）

ク　住宅

実
　
施
　
状
 
況

　保証人が見つからない高齢者・障害者・外国人のために、保証人の役割を担い、家賃の
支払いや入居後の病気、事故などの家主が抱く不安を軽減し、入居機会の確保と安定した
居住継続を支援することを目指すもので、「入居保証システム」と「居住継続システム」
の２つのシステムにより構成されている。
 「入居保証システム」は、制度利用者が家主と契約を結ぶ際に保証料（２年契約で月額
家賃・共益費の35％）を保証会社に一括前払いすることにより、家賃を滞納して退去した
場合に月額家賃及び共益費の７ヶ月分並びに原状回復費３ヶ月分を上限に保証するもの
で、保証会社のリスクの一部を川崎市が分担し、市の委託を受けた住宅供給公社が滞納等
の事故の際、保証会社や協力不動産店・家主の間に入る。

　（イ）　川崎市居住支援制度（川崎市まちづくり局市街地開発部住宅整備課）

背
　
　
　
景

  民間賃貸住宅市場における高齢者等の入居機会の確保や居住の安定を図るためには、新
たな担当の設置や財源の確保等が必要であったが、財政状況が厳しい中、新たな展開を図
ることは困難だった。そのような時に、全国にさきがけて設置した川崎市外国人市民代表
者会議から、「民間賃貸住宅における入居差別に対応した住宅条例の制定(97年４月)」、
「条例の効果をあげるため公的な保証人機構の検討(98年３月)」が提言された。これは、
民間賃貸住宅への入居問題を外国人に対する差別としてだけ捉えるのではなく、高齢者、
障害者等にも共通する民間賃貸住宅市場全体の問題として捉え、これらの人々の声をも代
表するものだった。この提言の結果、まちづくり局の対応に市政の関心が集まり、川崎市
住宅基本計画（99年５月改定）に、民間賃貸住宅市場において不安定な居住を強いられて
いる高齢者、障害者、外国人に対する居住支援制度の創設が位置付けられた。本制度の考
え方は、家主が不安に感じている具体的内容の解消を図る制度を構築し、公正な民間賃貸
住宅市場を確保していこうとするものであった。

経
　
 
　
緯

  検討は、97年から宅建業団体や外国人等から実態のヒヤリングを行い、さらに先進例で
ある福岡県国際交流協会等の財団による保証方式、文部省の(財)内外学生センターによる
保証人を引き受けた大学教授等のための保証システム（制度を利用する大学・留学生から
加入金を集める共済方式）、民間保証会社の保証システムなどを調査することから始め
た。
  実効性を確保するためには、利用者から保証料を徴収し、これを原資とする金銭的保証
システムと高齢者の見守りや障害者、外国人の入居後のトラブル対応といったソフトな施
策の連携が必要である。99年３月から協力不動産店として業務を担う宅建業団体、金銭的
保証を担う保証会社、さらに住宅供給公社、人権・福祉等の関係部局と、制度づくりの勉
強を始めた。4月には住宅整備課に民間住宅担当が新たに設置され、①市の財政的・人的
負担の適正化、②民間ノウハウの活用、③使いやすい一般的な仕組み（4年間で1000世帯
を想定）の構築、④モラルハザード対策の観点から検討を行った。退去時の原状回復費用
のあり方、トラブル発生時の対応等の課題について１年近く議論し、まず制度をつくり、
運用していく中で問題を解決していくことで合意し、この制度は2000年４月１日から住宅
基本条例とともに施行された。
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ク　住宅

  「居住継続システム」は、病気、事故などのほか、言葉の違いによるトラブルが発生し
た場合に市の施策や関連団体、ボランティア等による支援を行うというもので、基本的に
は協力不動産店や家主が緊急対応、通常管理を行い、外国人の言葉の問題など、通常の管
理では対応が難しい場合に支援要請を受けた公社が、窓口との連絡調整にあたる。この制
度をきっかけに外国人市民代表者会議のメンバー等も国際交流協会の言語ボランティアに
参加し、同胞によるサポートの仕組みも構築されている（図参照）。
 http://johokan.city.kawasaki.jp/kawaki/file/50/1147-1.PDF　の３ページ目の図「居
住支援制度のあらまし」を参照。
 この制度は、限定的な救済措置ではなく、家賃負担能力があり、自立生活が可能な多数
の対象者に、現状では事故率の推定ができないため、民間営利事業として存立することが
難しい保証システムを、制度利用者、家主、協力不動産店（宅建業団体）、保証会社、市
等の関係者がそれぞれリスクを分担することにより、運用していこうとするものである。
金銭的保証は対象者からの保証料で運営し、民間保証会社、協力不動産店、住宅供給公社
が、それぞれのノウハウを活用し連携することにより、行政の負担を軽減できる。また、
関係者による連絡調整機関を設け、制度を動かしながら適時修正等を実施している。
 また、市の財政的負担は、住宅供給公社への委託料400万円強(居住継続システム)と保証
会社が制度利用者に求償した上で、なお、生じた保証会社の保証限度額を超えた損失に対
する補償のための債務負担行為（3000万円/3年）である。
　

成
　
 
果
　
 
・
　
 
評
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平成15年度川崎市居住支援制度実績報告（累計）
1.  協力不動産店登録数　　　　　　　　　　 　 １６５店
 ・ 宅地建物取引業協会川崎南支部　　　　　 　　 ４６店

 ・ 宅地建物取引業協会川崎中支部　　　　　 　　 ３９店

 ・ 宅地建物取引業協会川崎北支部　　　　　 　　 ５２店

 ・ 全日本不動産協会川崎支部　　　　　　　 　　 ２８店
２．居住支援制度発足後の相談件数            　６５１件
　(民間住宅担当で相談受付・再相談を含まず)
 ・ 高齢者　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ３８２件

 ・ 障害者　　　　　　　　　　　　　　　　   　 ８６件

 ・ 外国人　　　　　　　　　　　　　　　　  　  ８４件

 ・ その他　　　　　　　　　　　　　　　　  　  ９９件
　※　他に国際交流センターなどで相談を実施している。

３.  居住支援制度利用世帯　　 　　　　　　  １７３世帯（２２８人）
 ・ 高齢者　　　　　　　　　　　　　　　　　１２１世帯（１３４人）

 ・ 障害者　　　　　　　　　　　　　　　　　  １９世帯（２３人）

 ・ 外国人　　　　　　　　　　　　　　　　　  ３３世帯（７１人）
　※ 外国人の国籍　中国13世帯・韓国6世帯・ペルー6世帯・インド2世帯・ フィリピン6
　　世帯
４.  居住支援制度利用世帯の賃貸借契約解除     １１世帯
 ・ 住居の火災焼失による賃貸借契約解除　　　　　１世帯

 ・ 死亡による賃貸借契約解除　　　　　　　　　　７世帯

 ・ 行方不明による賃貸借契約解除　　　　　　　　１世帯

 ・ 転居（自己都合）等による賃貸借契約解除　　　２世帯



①

②

③

ク　住宅

今
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期
待

  一般（外国人等を含む）に、広く成果物が普及するような広報活動を積極的に実施して
ほしい。

 ①生活保護者に支給される住宅扶助費の運用
 生活保護費において支給が認められていない保証料・保険料の支給を国に要請すること
が必要と考えている。その理由としては，制度の仕組みが，利用者の自助努力を行政や関
係機関がリスクを分担して，支えあう制度であり，保証料・保険料等を支払う能力のない
人が家賃支払い能力があるとはいえないためである。
また，生活保護費の住宅扶助費が家主等に直接振り込まれるよう制度改正が実施されれ
ば，他の利用者と比較して，明確に家賃滞納リスクが低くなるため，保証料の減額も可能
となるし，受け入れる不動産店の増加も期待できる。
 ②家主に対してのＰＲ
 家主に対してのＰＲ方法及び啓発が課題である。家主が本制度を利用することに同意し
なければ，利用することはできないため，家主の意識改革を働きかけることが重要と考え
ている。
宅地建物取引業団体には、役員会や業者講習会，地区勉強会等を通じ，説明及び登録勧誘
を実施している。
 家主については，家主向けの専用パンフレット等を作成し，宅地建物取引業協会を通じ
て、市内不動産店（１３００店）に配布し、不動産店を通じて家主に機会があれば説明し
てもらうよう依頼をしている。しかし、即効性のある対応策はなく、制度利用の実績等を
粘り強く説明していくしか方法はないとも感じている。

③多様化する相談内容への対応
 相談に関しては、制度利用対象者に関わらず、広く民間賃貸住宅等への入居相談に応じ
ている。最近、相談件数は少ないもののＤＶやホームレス関係の相談も一定程度は寄せら
れてきている。さらに、外国人でありＤＶ被害者・高齢者でありＤＶ被害者・高齢者であ
りホームレスなど、複合的な対象者も確実に増加傾向にある。
 相談に対応する市職員も、高齢者関係施策・障害者関係施策・入国管理法・外登法・生
活保護法・民法(相続・債権)・借家法・ＤＶ法・ホームレス法等、専門的な知識は必要と
しないものの、広い分野に対する広範な知識を要求される。こうした相談に応じる市職員
のスキルアップの充実も課題となってる。
 ④協力不動産店リストの公表
 制度実施後に、低廉な民間賃貸住宅を紹介してくれるのかとか、優良不動産業者を紹介
してくれるのかといった相談が多かったこともあり、現在は、相談を受け付けてから、制
度対象者に該当する者にのみ、協力不動産店を紹介している。
 今後、リストの公表も検討してはいるが、市への制度利用相談が利用条件資格の事前確
認の役割を果たしており、協力不動産店にも好評であるため、現時点での公表は考えてい
ない。

 公正な民間賃貸住宅市場が広域エリアに広がっていくためには、外国人利用者向けの
（財）自治体国際化協会作成「住宅多言語情報マニュアル」と不動産店向けの財団法人日
本賃貸住宅管理協会作成「外国人の居住安定のためのガイドライン」の両輪での普及活動
を、利用者と宅地建物取引業団体の、それぞれに対し、積極的に行う必要がある。

○家主の外国人への賃貸に際しての次のような不安点を解消することが必要である。
  ※トラブルへの対処責任が不明確・※家賃滞納や無断帰国・※生活ルールのトラブル
  ※無断同居が心配・※連帯保証人の信頼性が心配
◎家主の抱くすべての不安は、トラブル発生時の対処方法に対する不安である。
○家主が外国人へ不安を抱くようになった要因は次の理由である。
  ※テレビや新聞・近隣のうわさ・※何となく不安
○過去に外国人への賃貸に際してトラブルを経験した家主は、１割しかいない。
◎家主の何となく不安な気持ちを、賃貸住宅管理会社が受け止められていない。
○賃貸住宅管理会社も外国人賃貸に知識がなく、トラブル発生時に対処する自信がないか
　ら、外国人への賃貸について、家主を説得することができない。
◎従って、不動産店向けの財団法人日本賃貸住宅管理協会作成「外国人の居住安定のため
　のガイドライン」の宅地建物取引業界への普及が必要。



事業概要：
　県内の留学生の住宅賃貸契約時の連帯保証人に対し、
経済的な助成を行うことにより、留学生住宅確保の便
宜を図る。

予算額：　　３８３千円（平成１６年度）

①

②

③

　大学の指導教授等が留学生のアパート賃貸借の連帯保証人を引き受けることに対する抵
抗が少なくなってきている。

（ウ）石川地域留学生住宅連帯保証人支援事業
（（財）石川県国際交流協会・（財）日本国際教育支援協会金沢地区事務室）

背
　
景

　県内で学ぶ外国人留学生の増加に伴い、住宅の確保が深刻な問題となっている。経済的
負担もさることながら、住宅賃貸借契約時の保証人を探すことは、来日して日の浅い留学
生にとって精神的に大きな負担になっているのが実情であることから標記事業を実施し
た。

経
　
 
　
緯

　平成10年度留学生モデル地域に指定され、そのモデル事業の1つとして発足。発足当初
は、地方自治体、国際交流団体、主要大学との会議を重ねた。当面の保証の裏付けとし
て、500万円程度の基本財源を募り、「留学生住宅総合補償」に加入した留学生を対象と
することにより、基本財源の安定的運用を図った。
　さらに、民間の不動産業者に対する説明を重ね、留学生が住宅総合保険等に二重加入す
ることを防ぐとともに、本事業の周知徹底を行った。

ケ　住宅

期
待

留学生が充実した生活を送れるような取り組みをしていただければと思っている。

今
後
の
取
組

関係団体等との連携を深めて、より組織的に活動していくことが重要だと思われる。

他県との連携となるが、基本財源が地元への寄付という形のため難しい。

留学生が在籍している大学に周知することで、大学関係者が連帯保証人を引き受けやすく
なるものと思われる。

実
 
施
　
状
 
況

　石川地域留学生交流推進会議の規定に基づき、石川地域留学生住宅支援協議会を設置
し、石川地域留学生住宅連帯保証人支援事業の運営を担っている。
　住宅支援協議会は、留学生住宅確保支援に関与している団体（地方自治体、国際交流団
体、大学）を構成機関とし、協議会を年1回程度開催。住宅連帯保証人支援事業について
審議している。
　予算について、補償にあてる基本財源の他、会員校（現在5大学）より、在籍している
留学生数に応じた会費を徴収し、運営に充てている。

成
果
・

評
価

石川県（総人口：1,184,926人、外国
人数：12,044人、比率：0.74％）

中国　 30%

韓国･朝鮮
28%

ブラジル
18%

フィリピン
6%

インドネシ
ア 　3%

その他
15%


